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表　アイルランド2022年度予算案における主要施策

6、7歳の子どもに無料のかかりつけ医（GP）ケアを提供

薬剤給付制度の基準額を100ユーロに引き下げ

病院の待機者対策に2億5,000万ユーロを充当

17～25歳の女性に対する経口避妊薬の提供

最新医薬品利用拡大に向け3,000万ユーロを充当

メディカルカード所持者への歯科治療の利用拡大

全国保育制度（NCS）のユニバーサル補助金を15歳までのすべての子どもに拡大

社会保障費の週当たりの支払額を5ユーロ増額

年金受給者への週当たりの支給額を5ユーロ増額

独居手当の週当たりの支払額を3ユーロ増額

燃料手当を週当たり5ユーロ増額

2022年7月より、親への給付金を7週間分（2週間分増）支給

19〜23歳を対象に、公共交通機関の運賃が50％割引となる若者向けトラベルカードを導入

建設・購入・賃貸プログラムを通じて、1万1,820戸の新しい住宅を提供(うち9,000戸は新築住宅)

非居住者向け住宅の提供に 1,800万ユーロを充当

高齢者や障がい者のための住宅改修に1万1,000件の補助金を提供するため6,500万ユーロを充当

1万4,800世帯向けに新たに住宅支援金や賃貸住宅制度を導入して住宅ニーズを充足。既存の約8万2,000人の賃借人も支援

1,165人の特別支援アシスタント(SNA)を追加（SNAの総数を約1万9,200人に）

すべての小学校の教職員数の負担軽減のため、350人の教師を追加

経済的に重要な技能分野の継続教育訓練コースに7,600人を配置

特別な教育的ニーズを持つ子どもたちを支援するために、特別なクラス・学校などで働く特別教育教員を980人追加

新型コロナの影響を受け離職した7,000人に対するトレーニングの提供

学生支援制度の生活費補助金を年額200ユーロ増額

最大で800人の警察研修生と400人の警察職員の新規採用

（出所）アイルランド財務省
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